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「気候変動と私たちの暮らし」

環境問題研究会　報告

「気候変動と私たちの暮らし」

浄土真宗本願寺派総合研究所では、社会的諸課題の調査研究として、気候変動問題の現状
を整理し、取り組むべき課題に関する研究を続けています。2024年には、「「環境問題」論点
整理」（『宗報』2024年３月号～９月号、全５回）を発表しました。

環境問題は、「いのち」に関わる問題です。 世界規模での中長期的な視野をもちつつ、身
近なところから取り組まなければ、未来世代に大きな影響を及ぼしてしまうことが、科学的
にも明らかとなっています。そこで、総合研究所では、2024（令和６）年12月９日、環境政策・
再生可能エネルギーを専門とし、公共政策や地域の合意形成、学生による政策提言などに取
り組んでおられる諏訪亜紀氏（京都女子大学現代社会学部教授）をお招きし、「気候変動と私
たちの暮らし」と題して研究会を開催しました。今号では、研究会の講義の概要を報告いた
します。

＊これまでの研究所の取り組みは、浄土真宗本願寺派総合研究所 HP「「環境問題」に関する取り組

み」（http://j-soken.jp/topics/13173）に掲載しています。

【講師紹介】諏訪　亜紀　氏

京都女子大学現代社会学部教授。2004年ロンドン
大学博士課程修了。 博士（Planning Studies ／ロンド

ン大学）。 2009 ～ 2014年、国際連合大学高等研究所
リサーチフェローなどを経て現職。研究テーマは環
境政策・再生可能エネルギー政策。特に気候変動対
策や持続可能な社会づくりに焦点を当て、再生可能
エネルギー導入に関する社会的合意形成の研究に従
事。また、学生の政策提言能力や課題解決能力の向
上を目的とした教育にも取り組む。

（環境問題）
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１，ＣＯＰとはどのような会議か？

近年、環境問題、とりわけ気候変動に関して、新聞やニュースなどで報道されるように
なったのが、国連気候変動枠組条約締約国会議、通称「ＣＯＰ」（Conference of the Parties）

です。 日本では、1997年に京都で第３回の会合（ＣＯＰ３）が開催され、京都議定書が締結
されたことをご存じの方が多いかもしれません。

ＣＯＰは毎年開催されており、29回目となる会議は、2024年11月、中央アジアに位置する
アゼルバイジャンのバクーで開催されました。 ＣＯＰ29では、本会議のほか、スペシャルイ
ベント、パビリオン、プレスリリースなど多くのサイドイベントが行われ、小さな会議がい
くつも行われています。 地球温暖化や気候変動に関して、各国政府関係者、さらにはＮＧＯ
などさまざまな人びとが集まり、例えば、環境ＮＧＯのＣＡＮ（Climate Action Network）は、
ＣＯＰ29の期間中、気候変動対策に後ろ向きである言動を行った国や団体などに授与する「化
石賞」を毎日発表し、日本は５年連続で受賞しています。

諏訪氏は、国際会議の中で気候変動がどのように交渉・議論されているのかを教えてくだ
さいました。

ＣＯＰでの国際交渉は、１週目に議長国が提示した草案を、各国の実務レベルの代表が
吟味・修正して決定合意文書を作っていきます。ここでは文章や文言の妥当性・適切性が
議論されます。 例えば、ある分科会では、2024年は記録的な猛暑でしたが、世界が最も
warmest な年を記録したとするのか、hottest な記録を残したのか、どちらの表現が適切か、
という議論がなされていました。 Warmest という表現では、記録的な猛暑やそれに伴う危
機を十分に表現できないという判断から、最終的には hottest が採用されたようです。この
ように、「やはり暑かったんだ」というメッセージを人びとに伝える形にするといったこと
を念頭に、議論が積み重ねられていきます。

２週目になると、本会議場にて各国代表団が意見を表明していくという流れで進められて
いきます。この段階でも途上国と先進国との立場の相違などがより際立つことがあります。
自国の環境政策を重んじる国もあれば、インドネシアのように自国の小さな島が沈み、気候
変動問題を切実な問題として会議に臨んでいる国もあります。国際交渉では、こうした違い
を踏まえて、代表同士でそれぞれの意見を述べ合いながら、次第に合意形成がなされていく
ことが求められているとのことでした。

日本で報道されるのは、本会議の一部に過ぎません。 ＣＯＰで実際に行われている気候変
動に関する交渉や合意形成の様子を知る方法として、例えば、京都にあるＮＰＯ／ＮＧＯ「気
候ネットワーク」（https://kikonet.org/）が出す会議レビューや解説イベント、「ＷＷＦジャ
パン」（https://www.wwf.or.jp/）の一般向けイベントなどがあることを教えていただきました。
気候変動に関しては、専門的な用語が使われる場合が多くあり、難解な部分もあります。し
かし、これらのレビューやイベントを通して少しでも言葉の意味がわかれば、環境問題や国
際動向についての理解が深まっていくとされました。
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２，気候変動の影響は多岐にわたる

世界規模で問題となっている「地球温暖化」は、極端な気温上昇、極端な降水、台風の頻
発、乾燥、海水面の上昇、海水の酸性化などの気候現象を頻発させます。そうしたことから、
近年、「気候危機（climate crisis）」ともいわれるようになりました。

日本に住んでいると、砂漠化に至る乾燥などは、あまり感じられませんが、生活の中では
「今日は本当に暑かった」などと身近な変化を感じたりします。実際にデータを確認すると、
かなり前から上昇傾向にあることがわかります。 一日一日の変化、一時的な増減ではなく、
年単位のトレンドで上昇の傾向をみなければならないとされました。

私たちの暮らしへの具体的な影響としては、例えば、猛暑日を挙げることができます。猛
暑日が増えると、熱中症の死亡者や罹患者、そこまで至らなくても体調不良が増え、学校教
育の運営の仕方などにも影響が及びます。豪雨が発生する頻度も増えてきました。今までに
みられない極端な気象現象がおきており、1990年代までにはなかった「線状降水帯」という
言葉も一般的に知られるようになりました。 私たちの生活環境は大きく変わってきていま
す。

殊に暮らしへの影響が大きいのが、植物です。さくらの開花やカエデの色づきの時期の変
化ばかりでなく、コメやリンゴなど農作物への影響も甚大化してきています。その影響は、
食料を享受する側（消費者）ではなく、食料を供給する側（生産者）、つまり農業・水産業全
体に及びます。 生計を成り立たせるために構築されてきた産業ネットワークが変化すれば、
生産者に大きな負担を強いることになってしまいます。これらをふまえ、諏訪氏は、気候変
動を「いのち」の問題と捉えなければならないと、強調されました。

グローバルな視点で見たとき、例えば、食料がとれなくなる地域が増えたとき、何が起き
るでしょうか。砂漠化が広がり、土地が痩せ、食料がとれなくなったとき、取り合い、奪い
合いが始まります。今のところは経済的な取り合いは起きていますが、将来的には軍事的な
対立に発展してもおかしくありません。

食料問題を背景に、他国に移住・避難する方も増えます。そうしたとき、受け入れ先の負
担が増大します。長く続くシリア内戦も、気候変動による干ばつで農村から都市へ人口が流
入したことが背景にあるといわれます。ＥＵ各国では、近年、中東等からの難民・移民の受
け入れが増え、国政や国際政治にも影響するようになってきていますが、もとをたどると気
候変動にその一因があるといえるでしょう。

３，「温室効果ガス」は何をしているのか

「温室効果ガス」は、赤外線と同調し、エネルギーの波を吸収します。すると、本来であ
れば地球外に逃げるべき熱が大気中に残ってしまい、最終的には「地球温暖化」を引き起こ
します。
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では、波として大気中に留まったエネルギーは何をしているのでしょうか。
エネルギーは必ず、あるフォーム（集中型）から別のフォーム（分散型）に転換されます。

熱いお茶のペットボトルを机に置いておくと、周りをあたためつつ、ぬるい温度になってい
きます。これと同じように、「温室効果ガス」は、分散して、大気、陸地、海水、あらゆる
ものをあたためていきます。特に熱を保存しやすいのが水です。夏に海水温が上昇すれば台
風が頻発し、猛暑ともなります。

例えば、2024年の日本は記録的な猛暑でした。その原因のひとつとして問題視され始めて
いるのが、偏西風の大蛇行です。 地球の風は、極東風（極地の風）、偏西風、貿易風などか
らなり、普段は地球の自転によって、寒い空気、暖かい空気、暑い空気、それぞれの層の中
でジェット気流といわれるような強い風が吹いています。しかし、現在は極地（北極）でも
30℃近くに気温が上昇することがあります。他の層と同じような温度となることで、風の行
き場が定まらなくなり、偏西風が大きく蛇行してしまいます。すると、夏の太平洋高気圧が
張り出して、猛暑となります。冬には、シベリアの寒気団と暖まった海水がぶつかり、豪雪
ともなります。

偏西風の蛇行を予測することは不可能です。その影響を受けてしまうのが、例えば、農業
です。各地域の気候に応じて栽培し、気象予報などをもとに生育が進められていきますから、
先の予測が成り立たない状況となってしまうと、農業そのものが危うくなってしまいかねま
せん。こうしたことから、地球温暖化は、食に関わる問題、「いのち」に関わる問題という
側面を呈していると強調されました。

４，気温上昇を抑えるために

ＩＰＣＣ（気候変動に関する政府間パネル）は、気候変動に関する政策に関して科学的な知
見を与える組織です。ＩＰＣＣの最新の報告によれば、1.5℃目標1を達成しなければ、21世紀
末には最大5.7度気温が上昇するというシナリオがあります。 現在でさえ、気温上昇によっ
て、水害、森林火災、干ばつなどの大きな被害がでています。少しでも気温上昇を抑えなけ
れば、将来にわたって、より甚大な被害、取り返しのつかない事態が世界各地で起きてしま
います。

地球温暖化の原因となる「温室効果ガス」には、さまざまな種類があります。 工業で生
成される人工的な物質（化合物）で、管理可能なものもありますが、排出量が最も多い二酸
化炭素（CO2）は、人間活動をすれば排出されてしまうため、削減の主要な対象となります。
日本の CO2排出量を部門別でみると、工業部門、運輸部門、家庭部門、エネルギー転換部門

１　2015年のＣＯＰ21で合意された「パリ協定」に基づき、世界の平均気温の上昇を、産業革命以前に比べ
て「２℃」より十分低く保ち、「1.5℃」に抑える努力をするという目標。ＩＰＣＣの「1.5℃特別報告書」
では、気温上昇を約1.5℃に抑えるためには、2030年までに世界全体の CO2排出量を約45％削減するこ
とが必要（2010年比）という知見が示された。令和４年版『環境白書』参照。

−      −4宗報 2025年 2 月号



29

「気候変動と私たちの暮らし」

など、あらゆるところで排出されており、いく
つかの分野では、削減が進められています。

全体を見る上で注目すべきは、エネルギー転
換部門、ことに電力です。 気温上昇を少なくと
も２℃以内に抑えるためには、第１に「削減」、
つまり、工業から家庭にいたるあらゆるレベル
でのダイナミックな省エネ、第２に「エネルギー
生産の転換」、つまり、脱炭素電源の導入が必要
です。 政府が発表している日本の電源構成の将
来目標をみると、「水素」「合成燃料」「バイオマ
ス」、そして「原子力」などがあげられています。
「水素」「バイオマス」などは、生産過程に消

費するエネルギーも含めてライフサイクルで見
なければならならず、課題も多くあります。「原子力」は、確かに炭素を排出しませんが、
放射性廃棄物を生じさせる他、運転時の労働者被曝の問題もあります。その他、「ＣＣＵＳ」

（Carbon dioxide Capture, Utilization and Storage）という二酸化炭素を回収・保存して地下深
くに隔離し貯留する技術も注目されています。しかし、この方法は現段階ではコストが非常
にかかります。「アンモニア」も注目されていますが、石炭と混ぜて使う方法であり、製造
時を含めたライフサイクルの観点から見なければなりません。

エネルギー転換を進めていく中で、最も可能性があるのが「再生可能エネルギー（再エネ）」
です。再エネは、その多くが太陽由来で枯渇することがなく、温室効果ガスを削減できるほ
か、雇用の創出、地域の活性化などにつながり得ます。

５，私たちができること―地域の視点、私の選び―

私たちがすぐにできることのひとつが、再エネを買うこと、つまり電力会社を通じて再エ
ネ電気を選ぶことです。 現在日本には、600 ～ 700の新電力会社があり、その中には地域新
電力や、再エネを主とする会社が各地にあります。それぞれの電力会社は、供給する電力の
電源構成や二酸化炭素排出係数を提示しており、再エネ由来の電力メニューを選ぶことがで
きます。

例えば、鳥取県米子市のローカルエナジー株式会社は、「エネルギーの地産地消による新
たな地域経済基盤の創出」2を理念として、2015年に設立された地域新電力の会社です。 設
立時には、鳥取県全体（家庭・企業）の電気料金が年間約1000億円であり、結果的にその全
体が地域外の会社、そして海外へと流出していたそうです。そこで、官民で協力して地域エ

２　ローカルエナジー株式会社公式ウェブサイト（https://www.lenec.co.jp/）参照。

「温室効果ガスの特徴」（出典：全国地球温暖
化防止推進センター〈JCCCA〉ホームページ）
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ネルギー会社を設立し、地域外への資金流出を抑えながら、地域内に資金を回すことを促し、
地域の活性化に貢献しています。
「地域貢献」を加味して再エネを考えることで、電力の地産地消、電力料金の地域還元な

ど、国内や地域でエネルギーや経済をまわしながら、脱炭素電源に転換していくことが可能
となってきます。私たちの生きる気候・環境が今後どうなっていくのかということと、私た
ちが何を選ぶのかということは深く関係しているということです。

再エネの導入には、地域の声も重要です。諏訪氏は、再エネのうち「地熱発電」に関して、
地域の方の声を調査したことがあるそうです。地熱発電は、例えば温泉の資源が減るという
懸念から、敬遠されることが多かったようですが、実際に地域住民の調査を行うと、期待の
声もかなり大きい、という結果が出たそうです。実際に再エネを導入するとき、どのような
再エネを、どこに設置するのか、誰が作るのかが、重要となってきます。再エネ開発によっ
て地域内で経済が循環していくように設計することも必要です。

なお、お寺には、地域内で独自のネットワークがあることから、地域の「インフルエン
サー」として気候変動問題への取り組みに関わっていくこともできるのではないでしょうか。

最後に、京都女子大学の学生が、大学敷地内に太陽光パネルを設置するモデルを計算し、
導入コスト、全体の発電量に対してどのく
らい賄えるのかなどを試算したことを紹介
されました。お寺においても、排出量の計
算、脱炭素電源の導入のための費用やコス
トパフォーマンスなど、さまざまなモデル
を試算してみることは、環境問題に取り組
んでいくための第一歩となります。

【講義を受けて】
諏訪氏の講義では、環境問題をめぐる国際的な動向を知ると同時に、「地域」という視点

をもって、自ら考え、自分で選ぶことの重要性を学びました。
講義後、諏訪氏に、仏教者またお寺として環境問題に取り組むことの意義など、いくつか

の質問をしました。その中で印象に残ったのが、「気候変動対策を考え、伝えることは、み
仏の心に重なるのではないか」という言葉です。

気候変動の影響で、住めない場所が増え、住めない人が増えているといった状況に対して、
仏教者としてどう考えていくのかは、現在進行形の問題です。 諏訪氏は、「確かに気候変動
の議論は重要であるが、ほかにも切実な問題を抱えている人がいる」ことも指摘されました。
ただ、気候変動によって弱者はさらに困難を強いられることから、今困っている方々のため
にも気候変動対策（例えば建物の断熱は経済的にも健康上の目的でも役立ちます）は重要である
とされました。お寺は、門信徒の方々、そして地域の方々とともになり立っています。地域
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において、ともに生きる人びとと、どう関わりながら暮らしを維持していくのかといったと
ころも、お寺としての課題といえます。

もうひとつの課題が、環境問題への取り組みを発信していくことです。ＣＯＰ29では、宗
教と気候変動を考えるサイドイベントも開催されていましたが、そこに仏教者はいなかった
そうです。 一方で、電力に関する取り組みなど、他宗教ではあまり見ない事業もあります。
仏教界における環境問題に関する取り組みがなかなか広がりを見せない中で、国際舞台で発
信していくことも大切であるとされました。私たちが環境問題に取り組む視点や具体的な実
践を発信し、さまざまな人と交流し、取り組みの輪が広がっていくことは、気候変動による
被害を受けている方の悩み苦しみの削減に寄与し、未来の被害を減らしていくことにつなが
ります。

今回の学びを受けて、総合研究所として、環境問題解決に向けた社会的動向に注視すると
ともに、引き続き、念仏者としてできる具体的な取り組みを模索していきたいと思います。

（総合研究所現代教学・課題研究室　冨島信海）
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